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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

県の役職 団体での役職

非常勤学事振興課長 評議員県からの常勤又は非常勤役員

1人当たり人件費(年度推移)

0

正規職員

60代以上

1

172

50代

193 *

58.6

1人当たり人件費(R4、年代別)

2

こども未来課長

区分

0 00 003

非常勤

R4

40代

171 174

R3

うち県OB

10

0

常勤

10 10

役員
（名）

R2

合　計

非常勤 10

区分

他自治体

設立年月日 昭和41年8月9日

ホームページURL

所在地等

県所管課

出資額(千円) 比率(％)

0

R4

0

10

10

１．団体の概要

団体名
長崎県私立学校退職金
財団

（公財）
教職員の身分待遇について、昭和22年公布施行の「教育基
本法」第6条第2項で規程され、適正な待遇を受けることが要
請されることになった。これにより、私立学校教職員の退職手
当について、昭和36年に広島県が初めて公費助成による退
職金制度を設立。これを皮切りに昭和41年に設立した。
（教育基本法は平成18年12月22日に全面改正され、根拠とな
る条項は第9条第2項となっている。）

定款等に定める事業

学校法人等が長崎県内に設置している私立学校等に勤務す
る常勤の教職員が退職した場合に当該学校法人等が支給す
べき退職手当に必要な資金を当該学校法人等に交付する事
業

126,971

0.00

0.00

100.00

設立目的、経緯及び根拠法

℡

Fax

E-Mail

長崎県長崎市万才町6番35号　大
樹生命長崎ビル3階

850-0033

長崎県

本財団

その他

095-821-0296

095-823-1294

学事振興

総　額

主な出資者

122,971

総務

96.85

0.00

0.00

4,000

1

　正規職員平均給料月額(千円)

　各年代別正規職員数(名)

職員
（名）

3 3 3

資本金・
基本金等の額

(千円)

3.15

　常勤役員報酬年額(千円)

県OB 他自治体ﾌﾟﾛﾊﾟｰ

0

その他

0

兼務
県職員

0

0

0

0

民間
非正規職員

うち県OB

派遣
県職員

R3

　正規職員平均給料月額(千円) 4.3

平均年齢

30代20代以下

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）

民間 その他

0

派遣県職員

R2

R4

0

10 0

兼務県職員

0

0

00 0

10 0

0

賞与月数

R3

R2

評議員
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

 組 織 図

評議員会 26 名

理事会 8 名 事務局

代表理事 1 名 事務局長 1 名

副理事長 1 名 職員 2 名

理事 6 名

監事 2 名

〈当年度受入額〉 〈当年度末残高〉

貸付金

損失補償・債務保証額

１　政策目標

○

1

2
3

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）（続き）

３．県財政負担の状況（千円）

補助金

569,372

当財団に加盟する私
立学校の負担金
（高･中･小、幼、専･
各、保、こども園の5
種に区分し負担金率
が異なる）と県補助
金及び資産の運用
収入を基に、会員で
ある学校が支給すべ
き退職手当に必要な
資金を交付する。

令和4年度は
313人、759,939
千円を交付

４．県の政策との関連性

損失補償・債務保証残高

２　県との役割分担

３　事業実施状況

県の役割

　「教育基本法」（昭和22年施行）で教員の適正な待遇を
期するよう定められており、私立学校も公教育の一端を
担うことから、私立学校教職員の福祉を増進し、私学教
育の振興に寄与するため退職手当資金交付事業を行う。

引き続き適正な執行に努める。

説明

当財団が実施する事業に係る財源は、県及び各学校か
ら負担金を徴収し、管理・運用しているが、財源の中に
は、教職員等からの負担金も含まれており、県が管理・運
用することができないため。

事業の評価、今後の方向性事業費(千円)

　教育の振興及び保護者負担の軽減を図るため、助成
を中心とした私学教育の支援。

団体に委ねる理由

県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能

県が直接実施することが困難

その他

主な実績

225,556

事業概要事業名

退職手当資金交
付事業

出資金

委託料

負担金

貸付金残高

■　魅力ある私立学校づくりの推進

　県内の高校生の約3割が私立学校に通学するなど、私立学校は本県の公教育の一翼を担っている。建学の精神
や私立学校の独自性・自主性を尊重しながら、魅力ある私立学校づくりを支援する。

団体の役割
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

５．中期経営計画等の進捗状況・事業目標の達成状況 ◎　達成　　○　一部達成　　×　未達成　　－　未実施

№

○

①

②

③

④

512,441,673 759,938,974

実現できていない

概ね実現しているが未実現の部分がある

①

②

評価結果

（計画）

（実績）
退職手当資金交付事業

（計画）

事
業
目
標

③
（実績）

項目名

（計画）

（実績）

（県が期待する効果の実現）

100%

961,991,858

備考R3

評価理由

R1

前年以上 前年以上

学校負担金の収納率(%)

項目名

961,991,858

（計画達成状況の判定）

R4

759,938,974512,441,673

十分実現している 退職手当資金交付事業を毎年安定して実施することで、私立学校教職
員の福祉を増進し、私学教育の振興に寄与している。

点数

2

1

合計 7

2

2

[１点]目標を１項目達成　　　　　　[２点]２項目以上達成

[１点]事業目標を１項目達成 　　 [２点]２項目以上達成

達成状況
R3

中
期
計
画

No.

131.9

（目標値設定の根拠・考え方）

R1

R5

前年以上

①

(R　)

要支給額に対する保有割合（%）

◎

100%

③ （目標値設定の根拠・考え方）

加盟学校法人等に交付する退職手当資金の原資となるため、収納率100%を前提とする。

（翌年度に向けての改善事項等）
引き続き、毎月の負担金請求事務を正確・迅速に行い、負担金の未納を防止する。収納遅れが生じた場合
は、迅速に請求する。

目

標

値

◎

(R　)
達成状況

R2
最終年度

1.1 1.2

R5

R4実績

目

標

値

②

満60歳及び満65歳の教職員の要支給額に対する保有割合100%、それ以外の教職員の要支給額に対する
保有割合を100%以上確保する。
（翌年度に向けての改善事項等）

平成27年度より退職手当資金交付率の引き下げと高・中・小の負担金率の低減を5ヶ年で実施した。令和2
年度には高・中・小及び幼稚園・認定こども園の負担金率の低減を、令和5年度には高・中・小の負担金率
の低減を実施しており、実績を見ながら改善策を検討する。

No. 達成状況

前年以上

項目名

④

（翌年度に向けての改善事項等）

R4 100%
R5 100%

最終年度(R　　)

R2 100%

R4実績

R3

項目名

運用利回り(%)

R3

1.2

前年以上

R2
計画上の目標値

1.2

100.0

R4
R4

実績 R1

R4

最終年度

R4
実績

1.14

計画上の目標値

1.3

（翌年度に向けての改善事項等）

引き続き、効率的な運用に努める。

（目標値設定の根拠・考え方）

資金運用計画に定める率以上としている。

No. 項目名

◎

評価基準

（目標値設定の根拠・考え方）

No.

判定項目

中期経営計画の策定 [２点]中期経営計画（計画期間３年以上）を策定している

最終年度(R　　)

R2

100%

中期経営計画の目標達成

事業目標の達成

達成状況

県が期待する効果の実現 [１点]効果を概ね実現している　 [２点]十分実現している
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【公益法人会計基準適用法人用】 直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

（財務状況の判定）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

91.90284

R3

-

対前年度比対前年度比 対前年度比金額 金額

10,955,779

10,538,747

10,672,524
132,022

261

R2 R4

（単位：千円、％）

金額

105.75276
-

98.0910,746,787
129,269

10,824,754
100.00

102.71
97.91

100.001,755

-
0.00

102.70
3,384

10,616,883
111.20

98.22
98.0910,618,060

1,755

126,972

1,755

103.50

10,616,883

-
99.11

98.09
-

2,158

98.19
100.00

100.00

225,071

98.66

748,213

98.09102.65 10,747,063
-

100.00
100.04

10,956,040

124,727

-
102.71

97.94
127,025

10,823,618
-

100.00

2,109
226,323 225,556

161,155

226,323

813,057

0

0 -

70.24

1,441

129,777
4,000

3,707

10,537,590

64,213

2,109

-

976,965

908,505

250.97
-

250.97

4,000
8,629
4,040 101.00

244.99394,815

98.72

-

2,186

数値・比率

96,228,017

571,115

40.78250.57

対前年度比
点数

対前々年度比

R3

0

571,115571,115

判定項目
R4

数値・比率
R2

571,115394,815
特別会計

合　　　　　　計

95.56100.16

247.20

0.0250.57 619.40247.20

16.50

-2.0

00

95.411.20

合計 -2.0

0.38

100.56

109.79

0.0

0.0

※判定項目ごとに評価基準に基づき採点

0.0

100.96100.39 23.3023.07

自己収入比率(D／C)

管理費比率(G／C)

正味財産比率(B／A) 1.25

0.0

99.7199.83

0.00

1.20

0

76.71

101.91

99.88 76.49

0.42

0

0.41

23.17

76.62

107.73

0

0

当期支出当期経常損益

70.29

99.66
-

100.16

97.88
128,727

-

98.94

【収支計算書等】
-

当期経常増減額(I)
経常外損益

県財政支出率(E／C)

748,533

571,115
89.49
89.49813,057

【会計単位別】
一般会計

（会計方針の変更による影響額）

当期一般正味財産増減額(J)
-

対前年度比

当期収入

0.0

次期繰越収支差額(M)

各財務数値の増減理由及び各種引当金の設定状況等

70.14

16.50

項　　　　　　　　　　目

【貸借対照表】

-

573,412,817

-

96,228,017

394,815

968,228975,393

394,815

571,115

-

161,155 244.99

70.24

8,746

740,563

89.46

100.56

811,810　事業費

団体債務保証額
【正味財産増減計算書】

98.25

流動負債
　　うち短期借入金
固定負債
　　うち長期借入金

124.50

131,025

98.09
3,7632,718

4,000

　　うち金銭債権額
固定資産

　　うち退職給付引当金
負債合計

指定正味財産
10,539,031 10,823,618

4,000

10,672,808

６．財務の状況

102.65

数値・比率

225,556
　うち自己収入(D)

流動資産

　基本財産
　特定資産
　その他固定資産

資産合計(A)

-

99.66

569,372

100.56
2,109

573,413

当期一般正味財産増減額率(J／C)

当期指定正味財産増減額(K)

当期指定正味財産増減額(K)

　　うち人件費(F)
　管理費(G)
　　うち人件費(H)

6.58

当期経常増減額率(I／C) 6.58

908,505

経常費用

退職手当資金交付事業を円滑に行うために退職事業引当金を設定し、当年度は退職事業引当金繰入額として△
207,114千円を計上している。

当期収支差額

-

0

2,112

40.78

619.40

当期収入
当期支出

当期収支差額(L)
次期繰越収支差額(M)

0

64,213

573,412,817

907,473
8,437

経常収益

経常収益(C)
　うち受託事業収入

107.90

一般正味財産
正味財産合計(B) 133,777

　うち補助金収入
　うち基本財産等運用益収入

　うち県財政支出額(E)
経常費用

225,071

815,810 89.53911,180

103.66

 4  02（公財）長崎県私立学校退職金財団



出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

７．経営内容及び事業活動についての総合判定

（団体の自己評価）

５点以上：Ａ －５点以上～５点未満：Ｂ －５点未満：Ｃ

概ね良好 改善の余地あり 一層の努力が必要

（県の評価）

※評価の内容、県評価での加点・減点、総合判定の理由

（加点・減点を行う場合は、点数及び理由を具体的に記載ください。）

総合判定

当財団が実施する退職手当資金交付事業は、私立学校教職員の福祉を増進し、私学教育の振興に寄与するため
安定的に事業を行う必要がある。このため、県としては当財団の事業を引き続き支援する考えである。

「計画達成状況」「財務状況」の合計点数

※事業活動・経営の努力・今後の課題及び改善事項等

　令和2年度までに退職事業引当資産の要支給額に対する保有割合100％達成に向けて、高い負担金率を設定し
てきたが、平成25年度の公務員の退職手当支給率の引き下げに合わせて、平成27年4月から令和2年3月まで、段
階的に退職手当資金交付率の引き下げと負担金率の引き下げを実施し、令和2年4月及び令和5年4月からは一部
の学種で負担金率の引き下げを実施している。
　当年度の経常増減額は△2,298千円であるが、当財団の有価証券は決算時に期末日の時価評価により評価をし
ており、評価損益等調整前の当期経常増減額394,815千円の黒字となっている。
　退職事業引当資産の要支給額に対する保有割合については、額面を基準とした保有割合が平成29年度から
100％を超えている。しかしながら、現在保有している高金利の有価証券が償還を迎えた時に、代替商品の低金利
が予想されることから、今後の運用面における収入の減少が見込まれる。
　低金利が続く中、より安全性に重点を置いた運用を行い、退職手当資金交付事業の適正な執行に努めていく。

総合判定 Ａ

（今後の県の関与の方針）

合計点数

5.0

5.0

「会員である学校が支給すべき退職手当に必要な資金を給付する」という事業の目的を達成
している。当財団は要支給額に対する資産保有のあり方について、平成25年4月から負担率
の引き上げなどにより、要支給額に対する資産保有額の割合が安定して100%を超えており、
一定の評価をすることができる。

Ａ
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